
令和 6年度 河雛 多機能型サービス等計画作成担当者研惨 (第 1回)

開 催 要 項

1 目  的

小規模多機能型居宅介護事業所及び看護生よヽ規模多機能型居宅介護事業所 (以下、「′lヽ

規模多機能型居宅介護事業所等」といいます。)において利用者及び事業の特陛を踏ま

えた小規模多機能型居宅介護事業計画及び看護 r↓
、規模多機能型居宅介護事業計画を作成

するために必要な知識や技術を修得することを目的とします。

2主  催

3 完庖磯関

4期  日

5 開鵬

石サ|1県

社会福祉法人石川県社会福社協議会

令和 6年 12月 4日  lアよく)・ 5日  lttl

Zoomに よるオンライン研修

※Webによる環境とカメラ 。マイク機能付きのパソコン等が必要です。

6 受 講 料  5,000円
下記13②の受講選考結果通知で「選考結果 :冊 と連絡があった者は、「使用料

侍蕩い勝爆 ゝに5, 000円分の石川県証紙を添付し、11月 27日 (水)までに

提出してください。 (※厳守)

※ 「使用料傷朝弾勝内入票」の提出方法は、受講選考結果通知をご覧くださヤち

7 受講対象

次の①②、両方の要件を満たしている者とします。

① 河離 多機能型居宅介護事業所等の計画作成担当者又は計画作成担当者になること

が予定されている介護支援専門員 (ただし、サテライト型指疋
~′

lヽ規模

護支援事業所等については介護支援専門員証の交付を受けていない者も含みます0

② 認知症介護実践研修における実践者研修 (又は旧基礎報働 を修了している者

8 定  員  20名程度

9 研修プログラム  別紙「研修プログラム」参照

10 劾 日申辺ジガ去

① 推薦依頼書を市町担当課べ提出し、申込みくださセЪ

② 石川 ムページの「福祉の研修」内の「研修申し込み」に、必要

項目を入力 し、申込みくださしヽ

③ 申込み受付期間は、10月 15日 (火)～ 10 月 2 8日 (月 ) です。

(市町担当課から長寿生きがいセンターヘの推薦締切日は、11月 1日 にいです。)

※ ①の推薦依頼書の提出、②のホームページの入力、共に必要。

※ ②の詳細は、「11 石川県社会福祉協議会ホームページからの申込み入力抽 を参照して

くださし比



① なサitサ1印 :会編祉協議会ホームベージ (どRL t http:ガ 騨w,:串k~ShakvoJ or.jpr)の 生椰

メニューかも 続社の縛F鯵 をクリックとます.

② 争研修力f着構韓ぶんヽも受講希望の研修名をクリックすると、:1食然結果どが沖i面の下

方権表示されます。

◇ 受講希望の研修であることを維認の ti、 な欄て
')

中込 をクリックすると、子ll‐
li修

申し込み塗が表示 さ基ます.

鱒 必要事:瑛 (※瑠11ま i泌須壊 囲)を入力後、 帯1込確認 lllli面
ヘ をクリックと、人力内本

を確認の ll、 中し込む をクリックして、中し込み完了です◆

③ 帯ヽし込み後、すぐこヽ 争受付確認書どがメーブレで送信されますⅢ

メールが感かな寺ヽ場合tま 、メープレア ドレスが正しく人ブ,さ れていない可能性があり

ます (′うで、長寿生きがいセンターまでご連絡ください。

なお、
'受

付確認善会tま授講を承認する辛ヽ.ゝ のですまありません.後 掛、
'受

講選寺結果ミ

がメールで送信されます。

11 石川県社会福祉協議会ホームページからの申込み入力方法

※ メールアドレスは、受講の選考結果やオンライン研修時に必要 llRLの送付など重要な通知

に利用しますので、常に確認可能なものを使用してくださセち メールアドレスに誤りがある

と、最初から申込み入力していただく必要がありま坑

※ ホー

12 受講者の決定

① 定員の範囲で受講者を決定しま坑

② 申込者が定員を超えた場合は、申込多数の法人等から調整させていただきま現

③ それでも定員を超えている場合は、抽選とさせていただきま坑

選考結果の通知13

① 11 13日 頃、長寿生きがいセンターから市町担当課へ、選考結果通知を

電子メールにて送信します。その後、市町担当課から各事業所へ連絡していただきま

坑

②  ll月 14日 l木)頃、長寿生きがいセンターから各主萎盟全、受翻 釉 知

を電子メールにて送信します。

※ 送信予定日を2日 以上経過しても通知が届かない場合、長寿生きがいセンターまで

お問い合せください。

14 申込乃中 間制

石)|1県社会福祉協議会 長寿生きがいセンター 担当 :森田

〒920-3104 金沢市人田町東 1025番地 石サ|1県社会福社会館別館

TEL:076(258)3135  FAX:076(258)3149

15 接続テス トについて

研修がスムーズに開始できるよう、研修で使用するZoomの接続テス ト及び操作説明

月)13:30よ り行いま坑  (10分程度を予定しておりま坑 )必ず会を11 月 25日 (

研修当日と同じ場所・環境、同じノくノコン等に してください∩



16受講における留意事項

・修了証書は研修終了後、後日郵送にて各事脚 了ヽたします。

ノ コ こよ b えていン

だきます。

※ 原則、ネットワーク環境イ潮朝泉力潮躁:されま・九 無線Wiギi環境を利用する場合

は、同じ建物内でも電波状況にムラがありますので、電波状況の良い場所で受講してく

ださ予屯受講者が長時間に渡つて映つていない等、受講確認ができない場合には欠席扱

いとし、修了を認めない場合がありますので、ご注意くださ彰ち

・ 1人 1 してくださし、



別紙

令和 6年度 刻ヽ規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 (第 1回)

プログラム

日  時 研 修 科 目

12月 4日

lァよく)

【1日 目】

8:30～ 8:45 受付

8:45～ 8:50 開講・オリエンテーション

8:50～ 9:30

(40ノ刀
ヽ
)

「行政説明
～小規模多機能型居宅介護について～」

9:30～10:50

(80/刀
＼
)

「総論・小規模多機能ケアの視点」

10:50～11:00 爛

11:00～ 12:30

(90/刀
＼
)

「総論・小規模多機能ケアの視点」

12:30-13:30 酸
・

イ本 覇 鼻

13:30～17:00

(210ノ刀
ヽ
)

「ケアマネジメント論」

12月 5日

(木

‐

)

【2日 目】

8:45～ 8:55 受付

8:55～ 9:00 オリエンテーション

9:00～12:00

(180ノ刀
＼
)

「チームケアについて」
「居宅介護支援計画作成の実際 I」

「居宅介護支援計画作成の実際Ⅱ」

12:00～13:00 酸

。
爛

13:00～17:00

(240ノガ
ヽ
)

「居宅介護支援計画作成の実際 I」

「居宅介護支援計画作成の実際Ⅱ」

17:00～ 閉講



「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に

関する基準」に規定される研修について

ユ

曲

基準第171条

基準第173条

基準第172条

看護小規模多機
能型居宅介護

基準第63条

基準第64条

小規模多機能型
居宅介護

基準第65条

認知症介護実践研修(実践者研修)

基準第91条

基準第92条

認知症対応型
共同生活介護

認知症介護実践研修 (実践者研修)

基準第43条

認知症対応型
通所介護

計画作成

担当者

代表者

管理者
認知症対応型サービス事業管理者研修

小規模多機能型サービス等

計画作成担当者研修



令和 6年度小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 (第 1回)市町推薦依頼書

上記のとおり申し込みます。

令和  年  月  日

様

(事業者法人名及研 モ薄静名)

申 込 内 容項 目

※必ず記入してくださヤ比介護保険事業所番号

一Ｔ
所住

※法人 。会社名から記入してくださヤ、

事 業 所 名

事 業 種 別

Fax坐 l
申 込 担 当 者 名

連  絡  先
担当者名

所

属

ふ  り が  な

氏 名

名職

生 年  月 日 日S H 年    月

s・ H・ R 年   月 日採 用 年 月 日

年    ヶ月 (過去を含む細院壌効経 験 年 数

優 先 順 位 ※同‐法人から複数名申込む場合ご記入くださヤち

〔交付年月日〕平成/令和   年   月   日

〕〔需
介護支援専門員

資格の確認

※受講修了した年度と修了証書番号を記入して下さし屯

・平成  年度 痴呆介護実務者研修 基礎課程 修了

・平成/令和  年度 認知症介護実践研修 実践者研修 修了・修了予定

鯵 了証書番号 第    司

実醐

(期
修 了の確 認

今回申込みの理由 (該当する番号にOを付けて、必難 を課 してくださ予屯)

① 新規開設予定

開設時期 :令和 __年___月___日

② 言十画作成担当者の交代

交代時期 :令和  年二__月 ___日
旧の計画作成担当者名

開設場所 (※市町名のみで可

③ その他

理由 (具体的に)

受

講

者

□ 石川県社会福祉協議会HPにて申し込みを行つている。 (ア を付けてください)

(市町の長)



4

使用料 (手数料)納入票

目科
号第

申請書、願書等

整理番号 節

4

附記

7

項

2

目

4

款

8

¥5,000※ 金 額

令不日6年 度

一般会計
年度・会計

住

　

所

氏

　

お

※
納
　
人

小規模多機能型
サービス等

計画作成担当者研修
※ 納 入 理 由

(証紙はりつけ欄)

1.証紙はり付け欄に証紙をはり付け、欄が不足するときは裏面を利用してください。

2.※印箇所は、納人が記入してください。 (申 請書等と同時に提出する場合は住所の記入を省略することができます。)

3,国の収入印紙と混同しないでください。

4.自 己の印章等で割印しないでください。

5.証紙は、北國銀行本支店のほか、証紙売りさばき人からお求めください。

注 意


